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知
財
権
で
技
術
を
守
る
重
要
性

萩
原
　
経
済
産
業
省
や
中
小
企
業

庁
な
ど
で
勤
務
さ
れ
た
ご
経
験
を
踏

ま
え
、特
許
庁
長
官
就
任
後
の
お
気

持
ち
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

松
永
　
経
済
産
業
省
で
は
、通
商
産
業

省
の
時
代
を
含
め
る
と
約
33
年
間
勤

務
し
て
い
ま
す
が
、職
員
と
し
て
技

術
の
重
要
性
を
強
く
認
識
し
て
い
ま

し
た
。
技
術
自
体
の
価
値
が
日
本
経

済
を
支
え
て
い
る
と
思
っ
て
い
る
か

ら
で
す
。
技
術
を
強
く
し
て
い
く
た

め
に
は
、し
っ
か
り
と
し
た
知
財
権

に
よ
っ
て
技
術
が
守
ら
れ
る
と
い
う

こ
と
が
必
要
だ
と
思
い
ま
す
。
特
許

庁
長
官
に
就
任
し
て
、そ
の
重
要
性

を
再
認
識
し
ま
し
た
。

萩
原
　
ご
自
身
と
技
術
と
の
関
わ
り

に
つ
い
て
、お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

松
永
　
過
去
に
、あ
る
大
学
の
教
授
を

務
め
た
こ
と
が
あ
り
、産
学
連
携
の

た
め
に
T
L
O（
技
術
移
転
機
関
）の

立
ち
上
げ
に
関
わ
り
ま
し
た
。大
学
の

先
生
方
が
行
っ
て
い
る
研
究
か
ら
生

ま
れ
た
技
術
が
製
品
に
活
用
さ
れ
る

過
程
を
見
る
こ
と
が
で
き
、こ
の
よ
う

な
技
術
が
日
本
を
支
え
て
い
る
の
だ

と
非
常
に
心
強
く
思
っ
て
い
ま
し
た
。

日
本
の
技
術
力
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を

知
財
権
で
守
る

萩
原
　
日
本
再
興
戦
略
の
策
定
に

も
携
っ
た
と
伺
っ
て
い
ま
す
。

松
永
　
経
済
産
業
省
の
研
究
会
で
は

A
I
／
I
o
T
に
つ
い
て
取
り
上
げ

ま
し
た
。
そ
の
内
容
は
、2
0
1
5

年
の
日
本
再
興
戦
略
に
取
り
入
れ
ら

れ
ま
し
た
。
そ
の
際
、大
勢
の
A
I

／
I
o
T
研
究
者
に
話
を
伺
う
機

会
が
あ
り
、G
A
F
A
の
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
マ
ー
と
し
て
の
強
さ
を
認
識

し
ま
し
た
が
、日
本
の
研
究
者
も
、非

常
に
優
れ
た
技
術
力
の
ポ
テ
ン
シ
ャ

ル
を
持
っ
て
い
る
と
実
感
し
ま
し
た
。

そ
れ
を
実
際
の
経
済
・
産
業
活
動
に

結
び
つ
け
て
、競
争
の
激
し
い
世
界

の
中
で
、利
益
を
生
み
出
す
だ
け
で

な
く
社
会
に
役
立
つ
も
の
を
創
り
出

す
こ
と
を
ど
う
や
っ
て
サ
ポ
ー
ト
で

き
る
か
を
考
え
続
け
て
い
ま
す
。

　

最
近
の
話
題
で
は
、地
域
経
済
を

支
え
て
い
る
地
域
未
来
牽
引
企
業

と
い
う
も
の
が
あ
り
ま
す
。
法
律
に

基
づ
い
て
選
定
さ
れ
た
、地
域
を
牽

引
し
て
い
く
中
堅
企
業
で
す
。
中

小
よ
り
も
や
や
大
き
い
規
模
の
企

業
の
活
動
を
奨
励
す
る
経
済
産
業

省
の
政
策
で
、私
も
担
当
し
ま
し
た
。

高
い
技
術
力
を
持
つ
中
堅
企
業
は

た
く
さ
ん
あ
り
、う
ま
く
ニ
ー
ズ
と

結
び
つ
け
る
と
大
化
け
し
ま
す
。
大

企
業
だ
と
な
か
な
か
手
を
出
せ
な

い
規
模
の
市
場
で
、人
々
に
役
立
つ

よ
う
な
技
術
で
事
業
を
展
開
し
て

い
る
中
堅
企
業
の
存
在
を
知
る
と
、

技
術
の
重
要
性
に
改
め
て
気
づ
か

さ
れ
ま
す
。

萩
原
　
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
や
中
小

の
企
業
で
は
、自
分
た
ち
の
技
術
を

確
立
し
て
広
く
使
っ
て
も
ら
う
こ

と
に
精
一
杯
で
、そ
の
技
術
を
知
財

権
で
守
る
と
こ
ろ
ま
で
手
が
回
っ

て
い
な
い
こ
と
が
多
い
よ
う
で
す
。

松
永
　
特
許
庁
で
は「
知
財
総
合
支

援
窓
口
」を
全
国
の
都
道
府
県
に
設

け
て
お
り
、知
財
に
関
す
る
問
題
に

直
面
す
る
前
で
も
後
で
も
サ
ポ
ー

ト
を
行
っ
て
い
ま
す
。J
I
P
A
に

も
支
援
い
た
だ
い
て
お
り
、弁
理
士

な
ど
の
専
門
家
を
派
遣
し
て
い
ま

す
。

多
国
間
で
の
議
論
が
よ
り
重
要
に

萩
原
　
特
許
庁
で
の
最
近
の
活
動

に
つ
い
て
、お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

松
永
　
特
許
庁
に
来
て
、多
国
間
で

の
議
論
の
場
が
多
い
こ
と
を
再
認

識
し
ま
し
た
。
日
本
企
業
が
海
外
で

事
業
展
開
し
や
す
い
よ
う
に
、我
々

も
様
々
な
国
の
機
関
と
議
論
を
し

て
、グ
ロ
ー
バ
ル
な
知
財
環
境
の
整

備
を
進
め
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

中
国
が
知
財
で
も
存
在
感
を
強
め

る
中
、I
P
5（
日
米
欧
中
韓
の
特

許
庁
会
合
）の
場
は
ま
す
ま
す
重
要

に
な
り
ま
す
。
日
本
企
業
に
と
っ
て

中
国
は
重
要
な
市
場
の
１
つ
で
す

の
で
、中
国
と
は
引
き
続
き
日
中
韓

長
官
会
合
、I
P
5
や
I
D
5（
意

匠
五
庁
）、T
M
5（
商
標
五
庁
）な
ど

様
々
な
ル
ー
ト
で
話
し
合
う
機
会

を
持
ち
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。
ま

た
、A
I
／
I
o
T
時
代
に
即
応
し

た
知
財
制
度
を
構
築
す
る
と
と
も

に
、事
例
紹
介
等
を
発
信
し
、世
界

の
議
論
を
リ
ー
ド
し
て
い
き
た
い

と
思
っ
て
い
ま
す
。

J
I
P
A
へ
の
期
待

萩
原
　
特
許
庁
と
し
て
、J
I
P
A

に
期
待
す
る
こ
と
が
あ
れ
ば
お
聞

か
せ
く
だ
さ
い
。

松
永
　
W
I
P
O（
世
界
知
的
所

有
権
機
関
）総
会
な
ど
の
会
合
で
、

J
I
P
A
の
皆
さ
ん
が
い
か
に
よ

り
良
い
知
財
制
度
の
構
築
の
た
め

に
ご
尽
力
い
た
だ
い
て
い
る
か
を

改
め
て
認
識
し
ま
し
た
。J
I
P
A

が
、様
々
な
立
場
の
意
見
を
誠
実
に

し
っ
か
り
と
汲
み
取
っ
て
ま
と
め

上
げ
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
が
、非

常
に
強
く
印
象
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

こ
う
い
う
取
り
組
み
を
粘
り
強
く

や
っ
て
い
く
こ
と
が
、世
の
中
の
大

き
な
流
れ
を
変
え
て
い
く
上
で
大

切
だ
と
思
い
ま
し
た
。J
I
P
A
が

産
業
界
の
意
見
を
代
表
し
て
お
り
、

ま
た
特
許
庁
と
し
っ
か
り
と
意
見

交
換
し
て
い
る
と
言
え
る
こ
と
が
、

日
本
の
発
言
力
を
強
く
す
る
意
味

で
と
て
も
重
要
だ
と
考
え
て
お
り

ま
す
。
引
き
続
き
、産
業
界
の
意
見

を
集
約
・
調
整
し
て
も
ら
う
こ
と
を

お
願
い
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
特
許

庁
も
J
I
P
A
と
連
携
を
取
り
、特

許
庁
で
の
施
策
検
討
を
深
め
て
い

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

日本経済を支える技術を知財権で守る。
特許庁は日本の産業振興のために
JIPAと連携し知財環境を整備する。
松永 明 氏 Akira MATSUNAGA （写真右）
特許庁長官

萩原 恒昭 Tsuneaki HAGIWARA （写真左）
日本知的財産協会  副会長／凸版印刷株式会社  法務・知的財産本部  顧問
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昨
年
7
月
に
就
任
さ
れ
た
松
永
特
許
庁
長
官
に

経
歴
を
踏
ま
え
た
技
術
と
知
財
に
対
す
る
考
え
方
に
つ
い
て

萩
原
副
会
長
が
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
行
っ
た
。
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世界知的所有権機関（WIPO）グローバル・チャレンジ部 ディレクター  Marion (Amy) DIETTERICH 氏

Japan Intellectual Property Association Communication Magazine

東西部会での講演
　10月度の関東部会と関西部会におい
て、エイミーさんによりWIPO GREENの
現状と新しい戦略計画が紹介されました。
　エイミーさんの講演では、特にWIPO 
GREENへの参加の意義が強調されまし
た。それは知財部門が直接、SDGsに貢献
できる非常に有効な場であることです。さ
らに、WIPO GREENを通じて自社が環
境問題に取り組んでいる企業であること
を国際社会に無償でPRできると共に、そ
のマーケットプレイスを通じて、世界の大
きなネットワークにつながること、協力者
や投資家、潜在的なライセンシーを知るこ
とや、WIPOの行うイベントや展示会に参
加する機会が与えられることです。

JIPAの貢献
　WIPO GREENは、2009年にJIPA
が基本的なプランをWIPOに提案し、そ
の後、JIPAのGTPP(グリーンテクノロ
ジー・パッケージ・プログラム)プロジェク
ト（現在は解散）とWIPOのグローバル・
チャレンジ部の共同研究により詳細設計
がなされ、2013年に正式にスタートをし
ました。
　現在までに５年経過しその間の活動成
果を踏まえて、WIPOは今年から新たな５
年の戦略計画を実行しています。

WIPO GREENとは
　技術提供者と技術供与者の間のマッチ
ングの場を提供し、環境技術が世界に普
及すること後押しをすることが目的です。
これまでに登録されている技術は3,500
件以上あり、データベースへのアクセスや
イベントによって600件以上のコネクショ
ンが構築されています。また全米の大学
の技術データベースや企業HPに掲載さ
れている知財情報へのリンクをしていま
す。新しい戦略計画はデータベース機能
の強化、環境技術登録を増やすこと、マー
ケティング機能の強化などが中心です。
　WIPO GREENへの参加のしかたはと
ても簡単で、たんにWIPO GREENのサ
イトで自社がライセンスできる技術の要点
を書くだけでいいのです。特許権があって
もなくても構いません。またライセンス契
約自体は、申し込みがあってから、交渉に
より決めればよく、そこでの対応は通常の
ビジネス交渉と同じですので、ライセンス
できるという姿勢を示すということです。

新たなチャレンジ
　今回のエイミーさんの来日は、その内
容を紹介することと、もう一つJIPAが現
在行っている新しい検討内容について
JIPAと意見交換をすることが目的でした。
　JIPAが現在検討しているのは、環境技

術別にパテントプールを作ったらどうだろ
うかというものです。
　パテントプールは歴史的には技術の普
及の一つの手段として使われてきました。
これは各社が保有している一定の特許を
あたかもプールに入れるようにしてまとめ
ておき、ワンストップでライセンスができ
るようにする仕組みです。20世紀初頭に
は自動車や航空機、後半にはITの標準化
と普及のために多く作られ、現在は食糧
やバイオテクノロジーの分野で注目され
ています。そのメリットは、ライセンサーに
とっては個別交渉の負担を省けることに
なり、ライセンシーにとっては複数企業の
一定の範囲の特許を合理的で安い使用
料で使うことができるようになります。こ
れにより環境技術分野に大手企業だけで
なくベンチャーも参入しやすくなることが
期待できます。

SDGsに向けて
　知財制度はこれまで産業の発展に寄与
していますが、逆に作用することもありま
す。ある企業がいい技術を生み特許をとっ
ても、もしビジネスの利益が見込めないと
きには、その特許は使われず、その特許の
せいで世界の誰も技術を使えない状況が
20年間も続くのです。もしそれが、温暖化
阻止に役立つ技術であればどうでしょうか。
　我々知財を専門として仕事をする者は、
この問題を考えなければなりません。知財
は技術を共有するためにも機能します。

　2020年のWorld IP Dayのメインテーマ
は “Innovation for a Green Future” に
決まりました。WIPO GREENは、このイベ
ントの中心の役割を担い、世界150カ国以
上でのキャンペーンが予定されています。
　JIPAもこれに協力する予定です。

WIPO GREEN参加へのお誘い
〜知財をSDGsのために役立てる〜

JIPA
TOPICS

久慈 直登   Naoto KUJI
 日本知的財産協会 専務理事
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　私たち会誌広報委員会は、当協会の
専門委員会の一つとして、協会の機関誌

「知財管理」と広報誌「季刊じぱ」の編集
をミッションとしています。
　「知財管理」の編集では、記事の企画と、
掲載に向けた査読を行っています。記事
の半数は私たちが企画しています。知財
業界での最新の話題やセミナー、日常業
務での疑問などを参考に各委員が企画
を立案し、委員会での審議で、論点の追
加や、より適切な執筆者などのアドバイ
スを受けた上で、執筆候補者と面談を行
い、執筆を依頼します。面談を通じて著
名な弁護士・弁理士と人脈形成できるこ
とが当委員会の魅力の一つです。
　査読については、一般の知財部員の目

線で原稿を確認しており、もっと詳しく
説明して欲しい部分の加筆、専門用語の
説明追加、冗長な表現の削除などを依頼
しています。査読を通じて、文章の校正
能力や、ロジカルな文章を作成する能力
が身につきます。広範な記事に触れるの
で、担当業務以外の法域も含め、知財全
般に関する幅広い知識が得られます。
　「季刊じぱ」の編集では、インタビュー
や執筆の依頼先選定、質問事項の提案、
インタビュー記事の作成、各記事の査読

を行っています。特許庁長官や知財高裁
所長、各社の知財部門長にお会いするこ
とも多く、そうした方々の考え方や問題
意識に触れる貴重な機会が得られます。
　会誌広報委員会では、会員企業の皆様
に有益な情報を提供すべく、全力で取り
組んでいます。私たちと一緒に「知財管
理」「季刊じぱ」を編集してみませんか！
　委員を派遣する上司の皆様にも、人材
育成上、多くのメリットがあります。著
名な弁護士・弁理士との人脈や、企画力、
文章力、知財に関する幅広い知識が得ら
れるのは当委員会ならではです。委員本
人には、協会の研修を無償で複数回受講
可能という特典もありますので、是非、応
募をご検討ください。

　機関紙，広報誌とも発行に穴をあけるわけにはいきませんので，先々の発行に向け，
締切りと記事内容のクオリティを意識し，委員長以下皆さん一丸となって活動され心
強い限りです。業種も知財に関する専門知識も異にするメンバーで構成され，企画立
案，和気あいあい・自由闊達を旨とした全員参加型議論で企画案の論点を深めていく
過程は，各派遣元での仕事の取り組みにも好影響を与えるものと確信しております。
会誌広報委員会の新しい仲間として参画していただくことを心待ちにしております。

ZOOM UP
会誌広報委員会
井出  達徳 日本知的財産協会 会誌広報委員会　委員長
Tatsunori IDE 株式会社日本電気特許技術情報センター 情報サービス部 マネージャー

鹿嶋 慎一郎
Shinichiro KASHIMA
日本知的財産協会 常務理事
中国電力株式会社 エネルギア
総合研究所 知財部長

来たれ！会誌広報委員会へ！

JIPA知財シンポジウムの告知
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　2月20日（木）、東京国際フォーラムに
て、《第19回JIPA知財シンポジウム》を
開催します。第四次産業革命による産業
構造転換とグローバル化が加速する中、
米中貿易摩擦・Brexitなど反グローバリ
ズムの動きが交錯し、令和時代は予測困
難な幕開けとなりました。そこで「令和時
代の知財課題とグローバル知財戦略」を
主テーマに掲げ、欧米日グローバル企業のIPトップによる座談、
WIPO Gurry事務局長の任期最後となる講演、JIPA会員同士
の現場感溢れる討議等、「JIPAならでは」を企画しました。ポス
ター発表の初PR動画にもご注目。是非ご参加を。
https://www.jipa.or.jp/form/19sympo.html

表紙の写真は…
「  T h e  新 幹 線  」

元 本田技研工業株式会社
知的財産・標準化統括部　森本　一

　前回の東京オリンピック開催に合わせ昭和39年に開業以
来、走り続けてきた新幹線。世界に誇れる技術の塊と言っても
過言ではありません。JRのほか、製造するメーカーも含め多く
の特許が出願されています。技術は進化し続け、新型N700S
への進化やリニア中央新幹線の実現へと期待が膨らみます。
　N700Sは、万が一停電に遭遇した場合、搭載バッテリーに
よって架線の電力を使用せずに乗客の避難が容易な場所まで
の低速での自力走行が可能です。技術、安全を含めてしっかり
知的財産で固め世界へ発信していきたいですね。

本誌では、季節感があり、技術、特許、知財に関連がある表紙写真を募集してい
ます。写真と説明文を会誌広報グループkikansi@jipa.or.jp宛てにお送りくだ
さい。また、取り上げて欲しいテーマがあれば、お気軽にご連絡ください。

松永特許庁長官（右から4人目）インタビュー


